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２０１７年６月9日	

	

拝啓	

	

私は、独立非営利団体「ジャーナリスト保護委員会、Committee	to	

Protect	Journalists,	CPJ」の代表としてこの手紙を差し上げており

ます。CPJは、報道の自由と世界各国のジャーナリストの権利を守る目

的に専念し日々活動しております。	

	

最近、日本の著名な大学２校と共催によるシンポジウムで日本を訪問

する機会を得ました。６月４日は、早稲田大学がCPJと、日本における

調査報道のテーマの会議を開催しました。また、６月２日は、我々と

上智大学で、報道の自由とメディア保護に焦点を当てたシンポジウム

を共催いたしました。	

	

上智大学の会議では、国連「意見、表現の自由への権利の遵守と促進

」を担当する特別報告者のDavid	Kaye氏が、日本に関する報告書（

recent	report	on	Japan）の調査結果に基づく基調演説を行いました

。報告書の中で、氏は、いくつかの懸念事項を取り上げ、その一つと

して、２０１４年の秘密の定義が曖昧な特定秘密保護法が、機密情報

を報道したジャーナリストを起訴する目的で使われる可能性などを懸

念しています。ケイ氏は、さらに放送規制機関に独立性がなく、政府

機関の一部であることにも言及しています。	

	

国連特別報告者の懸念事項は、我々の訪問中に面会したジャーナリス

トやメディア専門家が述べた政府との緊張関係、報道機関への圧力、

また不確かな法体制などと一致しています。	

	

安倍総理大臣に申し上げたいことは、これまで日本は歴史的に強力で

必須であるメディアの報道の自由や表現の自由などを守り、検閲のな

い自由度の高いインターネットがアジアや世界のジャーナリストにと



	

	

	

って良い刺激剤となっていることです。報道の自由は、民主社会の柱

です。こういった価値が世界で脅かされる時にこそ、報道の自由を認

め援護し、民主的な生活の当然の一部として政府への批判にも耳を傾

けるリーダーが必要となります。	

	

報道の自由を促進させることは、たとえ報道機関が政府に批判的な発

言でも、日本が自由な民主国家の代表としての良き例となり、またこ

の地域において指導的立場を示す機会だと思います。	

	

こういった状況で、特別報告者の報告書に対する日本政府のご回答（

official	report）を拝見して失望いたしました。日本が報道の自由を

強化するよい機会としての建設的で熟考された批判を受け入れず、政

府はケイ氏の調査結果を退け、	

根拠のない風聞として扱われました。また、外務省も元ロイター編集

長のDavid	Schlesinger氏、CPJの外部会長であるSandra	M.	Rowe氏な

どを含むCPJの代表者との面談を「当省の所掌事項ではございません」

との理由で却下されたことも遺憾に思います。	

日本の報道の自由への責任感は、日本の強さであり誇りでもあったは

ずです。	

しかし、今回の対応で、特別報告者が示した懸念は十分に根拠のある

ものであり、我々自身の訪問中の経験でも確証されました。最後に日

本政府に対しまして、特別報告者からの提言を真摯に受け止め考慮さ

れたうえで、今後その提言に沿った実行されることをお願ってやみま

せん。	

	

	

敬具	

Kathleen	Carroll	 （キャサリン・キャロル）	

代表	

	

その他、下記の政府関係者にも同じ内容の手紙を送らせていただきま

す。	

	

菅義偉	 		官房長官	



	

	

	

岸田文雄	 外務大臣	

高市早苗	 総務大臣	

金田勝年	 法務大臣	

	

	

	

	

	

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  


